
利用者負担   
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0 障害者自立支援法においては、費用を広く国民全体で分かちあう観点から、  
（1）障害福祉サービス、  
（2）自立支援医療、  
（3）補装具  

の各サービスに係る章用の9割以上を公費（自立支援医療については、保険を含む）で負   
担する一方、利用者にも、所得に応じて最大でも1害叫までの負担をお願いしている。  

（1∋障害福祉サービスの利用者負担の概要  

○ 障害福祉サービスについては、サービスの利用量に応じて最大でも吊劉を利用者に負担   
いただく仕組みとしている。  

0 利用料の負担が過重にならないよう、所得に応じた負担上限綾を設定している。  

0また、障害児及び適所・在宅サービスを利用する障害者については、この上限額を2度   
にわたり軽減している。  
（平成19年4月から特別対策を実施。平成20年7月から緊急措置を実施。∋  

※ 入所サービス利用者については別途負担軽減措置を実施。押。6 図申②）  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－－－－－一一－－J  

l   



評白帯劉こ応じた負担限度額墾壁塵  
（居宅・通所サービスの場合）  

①定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）  
②平成19年4月からの「特別対策」による負担軽減（①の限度額を1／4に軽減。平成20年度まで。）  
③平成20年7月からの緊急措置（②の限度額を更に軽減。）  
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③ 
＜緊急措置＞   

①  

＜介護保険並び＞   

②  

＜特別対策＞   

一般  

37．200円  
一般  

ぎ7．2PO巴  

一般（※）  

（所得割16万円未満）   

旦遡男  

一般（※）  

（所得割16万円未満）   

旦L＿⊇．9旦円．  

所得段階区分の個人（基本）単位化  
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（※）資産要件有り書   
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l  

享（1）一般：市町村民桐課税世帯  
l  

：（2）低所得2：市町村民税非課税世帯（（3）を除く）  

l ：（3）低所得1：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人の年収が80万円以下の方  
l 毒（4）生活保線：生活保護世帯  
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是  殿  （垂軒  

①定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）  
②平成19年4月からの「特別対策」による負担軽減．（①の限度額を1／4に軽減。平成20年産まで。）  
③平成20年7月からの緊急措置（対象世帯の拡大とともに②の限度額を更に軽減。）   

③   

＜緊急措置＞  

②  

＜特別対策＞  
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：（2）低所得2：市町村民税非課税世帯（く3）を除く）  
t  

…（3）低所得1：市町村民税非課税世帯であって、障審児の保護者の年収が80万円以下の方  

（※）資産要件有り  
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l 享（4）生活保護：生活保護世帯  
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○ サービス利用者に対し、t利用するサービスに応じて、きめ細かく軽減措置を行っている。   

①原則の一割負担に対する負担上限額の設定。（所得が低いほど、低い上限額を設定）   

②施設入所者（20歳以上）、グループホーム等の利用者については、利用者個々人の収入に応じた   
個別減免を実施【個別減免】。  
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③、④施設入所者（20歳未満）、通所・在宅サービス利用者については、負担上限額を更に減療  
【負担上限月額の軽減（特別対策、緊急措置）】。  

⑤利用者負担を支払うことにより、生活保護受給者となる場合には、生活保護に該当しなくなるまで、  
自己負担額を引き下げ【境界層減免】。   

⑥同じ世帯に他にも障害福祉サービスを受けている者がいる場合や、障害福祉サービス利用者が介  
護保険のサービスを併せて受けている場合、各サービスの負担の合算頼が、基準額を超えないように  
自己負担額を軽減（基準額を超えた部分につき給付費を給付。）【高額障害福祉サービス費】。  

冒  

竜  

一  
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現行制度 ③  

○食費■光熱水費等の実費については、全額自己負担を原則としているが、軽減措置を   
行っている。   

⑦20歳以上の施設入所者については、サービスの利用者負担と食費等の実費負担を負担しても、手   
許に少なくとも2．5万円が残るように公費を給付【補足給付】。  

⑧子育て支援の観点から、障害児支援に係る負担が重くならないよう、保護者の収入に応じて、食費   
等の実費負担額を軽減【補足給付】。  

⑨通所サービスを利用する低所得者については、食費の額を食材料費相当額のみに減額は事提供   
体制加算】。  

司  」＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－■●－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  
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ホームヘルプサー  

ビス等を使う場合  

施設に入所している  

場合（20歳以上）  

グループホーム等を  

利用している場合  

適所サービスを   

使う場合  

施設に入所している  

場合（20歳未満）  

①原則は1割負担であるが、利用者の負担が増え過ぎないよう、上限板を設定するとともに、所得の低い方にはより低い上限を設定。  

☆所得を判断する「世帯」の範  

囲について平成20年7月以降、  
本人と配偶者の収入と改正。  

○一般■・市町村民税課税世帯  

○低所得2‥市町村民税非課税世帯  

○低所得1＝市町村民税非課税世帯で障害者の収入が   

年収80万円（障害基礎年金2級相当額）以下の方  

さらに  

④所得区分に応じて、①の上限醸を4分の1のさ  
らに半分程度に減額。（資産が、単身の場合500  
万円、配偶者同居の場合は1．000万円以下の  
方）。  

・低所得1：15，000円→1．500円  
・低所得2：24，600円→3，000円  
（適所サービスのみを利用する場合24．600円→1．500円）  
・一般（所得割16方円※未満世帯（年間収入6㈹）  

：37，200円→9．300円  

※陣暫㌫規漂讐椚温円叫6。。円   

（a収入に応じて個別に減免（資産が500万円  
以下の方）   

曙収入が6，6万円までなら負担は0円。  
・収入が6．6万円を趨えても、超えた収入の半分を上限  
額とする。  
・さらに、グループホーム等の入居者につい七は、6．6万  
円を超えた収入が年金やエ実等の収入であれば、抱え  
た分の15％を上限観とする。  
※エ賃について一定の控除有り。（年間28．8万円程度）  

③所得区分に応じて、①の上  
限額を4分の1に減額（資産が、  
単身の場合500万円、配偶者  
同居の場合は1．000万円以  
下の方）。   

・低所得1：15，000円→3．500円  
・低所特2：24．600円→6，000円  
・一般（所得割28万円未満世儒）  

：37，200円→9，300円  

さらに  



ホームヘルプサー  

ビス等を使う場合  

通所サービスを   

使う場合  

施設に入所している  

場合（20歳未満）  

グループホーム等を  

利用している場合  

施設に入所している  

場合（20歳以上）  

⑤さらに、利用者負担を行うことにより生活保護世帯に該当する場合は、生活保護に該当しなくなるまで負担額を引き下げ0  

さらに  

⑥同じ世帯で他にも障害福祉サービスを受けている方、介護保険のサービスを併せて受けている方がいれば、その合算根が①を超  
ないよう負担額を軽減。  

食費・光熟水費の負担  

（実費全額の自己負担を原則とするが、各種の軽減措置を実施。）  

⑦サービスの利用者  

負担と食費等実費負担  

をしても、少なくとも2．  
5万円が手元に残るよ  
う、実費負担頼を軽減。  
※エ賃について一定の  

控除有り。く年間28．8  
万円程度）  

⑧保護者の方の収入に  

応じ、子育て支援の観  
点から、負担が重くなら  
ないよう、実費負担額を  
軽減。  

⑨世帯の所得が一定以下  

の場合には、食費負担額  
を約3タ〉の1に減税（月2  

2日利用の場合約5，10  
0円の負担）。  

※ 適所サービスを利用  
した場合は、⑨の減額措  

置を適用。  
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冒サービス について  

O「高額障害福祉サービス費」は、次の各サービスの利用者負担額を合算した額が基準籠を超える場  
合に、基準額を超える額を償還して給付する軸度。合算対象となる費用は、以下の3種類とされている。  

①同一世帯の他の者が利用する障害福祉サービスに係る費用、  

②障害福祉サービス利用者本人が利用する介護保険法上のサービスに係る費用、  

③同一世帯の児童が利用する児童福祉法に基づく障害児支援に係るサービスに係る費用  

＜例1：同一世帯に障害福祉サービスを利用する障害者が複数人いる場合＞  

区分   一 基準額   

1．市町村民税課税世帯   37，200円   

2。市町村民税非課税世帯   24，600円   

3．生活保護世帯   0円   

＜例2：同一人が障害福祉と介護保険のサービスを利用している場合＞  

区分   基準額   

1．市町村民税課税世帯   37．200円   

2．市町村民税非課税世帯（3∴以外）   24，600円   

3．市町村民税非課税世帯に属する者のうち本  15，000円   
人の年収が80万円以下である場合   

4．生活保護世帯   0円  



現行制度 ④  
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（支援費制度との比較）  

○支援費制度における利用者負担の考え方は、サービス利用の多寡にかかわらず、サービ  
ス利用者及びその扶養義務者の所得に応じて月の負担額を設定。（応能負担）  

0障害者自立支援法における利用者負担は、サービスの利用量に応じた負担を原則としつ   
つ、所得に応じた負担上限額を設定。  
（定率負担を原則としつつ、応能負担の考え方を取り込んだ仕組み）  

→所得に応じた負担上限額を設定し、その上で負担上限額の減額措置を2度にわたり講  
じたことにより、緊急措置後のサービス利用者の負担率は平均3％となっている。  
注こ「負担率止は事業費（食費．光熱水草等の実費負担分を除く）に占める利用者負担の割合をいう。  

P  

l  

【緊急措置後（平成20年7月～）の負担率（平成20年度予算上の値を満年度化）】  

居宅サービス   通所サービス   入所サービス   全体   

負担率   約2％   約1％   約5％   約3％   

【緊急措置実施前後の負担率の推移（実績値）※】  

4．24％  －→  2。86％   

（緊急捨置風：平成20年6月）  （緊急措置後：平成20年7月）  

※ 各都道府県国民健康保険団体連合会において、  
「障害者自立支援給付支払い等システム」より平成20  

年6月、7月サービス提供釧こついてデータを抽出し、  
厚生労働省において集計したものの速報値であり、償  
遺払いに関するデ仙夕等は含まれていない。また、  
者負担額には、食費日光熱水費等の実費負担額は  
れていない。  

l．＿ ＿．＿＿ ＿ ＿ －＿．＿ ＿．＿ ＿＿ ＿ ＿．＿ ＿＿．＿．＿ ＿一＿ ＿＿ ＿＿．＿．＿ ＿．＿ ＿一＿ ＿．．＿．＿．＿．＿＿ ＿＿．．＿ 一．＿．＿．一一－ ＿．＿ ＿■＿．＿－■  
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l  

（2）自立支援医療の利用者負担の概要  

① 自立支援医療は、医療保険制度における自己負担について、最大でも一割になるよう軽減措置を   
行うもの。  

②原則の一割負担に対する負担上限額の設定。（所得が低い者についてはより低いヰ限賭を設定）  

③費用が高額な治療を長期間にわたり継続しなければならない者（いわゆる「重度かつ継続」※）に   

対しては、更に低い負担上限月額を設定している。  

「  

＜「重度かつ継続J※の範囲＞  

合失鮎、酎病．うつ病、てんかん、蜘症等の脳機能障害、薬物関連障害（依存症等，  頑闇脇な絹 
ii3年以上の精神医療の経験を有する医師により、以下の病状を示す精神陣音のため計画的・集中的な通院医療  
（状態の維持、悪化予防のための医療を含む。）を継続的に要すると診断された者として、認定を受けた音  

更生・育成医療：腎臓機能陣事、小腸機能障害、免疫機能時事  

一疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者  
精神・更生一育成：医療保険の多数該当の者（多数該当とは、過去12ケ月以内に4回以上高額療養黄の支給があった者）  

・いわゆる「重度かつ継続」に該当し、一定所得以上（市町村民税の所得割額が23万5千円以上）の  
方について負担上限月額を2万円とする経過措置がある。   

④育硬医療を受診し、中間所得者層（市町村民税課税世帯であり市町村民税の所得割が23万5千円  
未満）に該当する者についても以下の経過措置がある。  
i市町村民税の所得割額が3万3千円未満の者の負担上限月額を1万円とする。  
ii市町村民税の所得割額が3万3千円以上23万5千円未満の者の負担上限月額を4万2百円とする。忘  

l  

白  
■■▲ － ■■ ■ － ■■■ ■■ － ■■ 一 一 ■■■ ■■ － ■ ■l■ ■ － ■ ■l●■■■ － ■ ■－ ■－1■ －■ ●l■ ■■ 一 ■■ ■■■ ■■● － － －11111■ ■－ ■■ － ■■ ll－ － － －■ － ■■■ ■■ ■－ ■● －1－■ － － ■－1 ■ － ■■■ ■ 一■ ■■ ■●■ － ■一 ■■ ■■■ 一 一  
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医療の対象者、自己負担の概要  自立支   

1．対象者：従来の更生医療、育成医療、精神通院医療の対象者であって】定所得未満の者（対象疾病は従来の対象疾病の範囲どおり）  

2．給付水準：自己負担については1害Il負担（匡∃、隆国部分〉。ただし、所得水準に応じて負担の上限額を設定。  

また、入院時の食費（標準負担親）については自己負担。  

※ 「重度かつ継続」の範囲   

・ 疾病、症状等から対象となる者  

精神■・・■・・①統合失調症、操うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害、薬物関連障害（依存症等）  
②精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者  

更生・育成… ‥  腎臓機能＝小腸機能・免疫機能障害  

胃 疾病等に関わらず、高額な章用負担が継続することから対象となる者  

精神・更生・育成＝ 医療保険の多数該当の者（過去12ケ月以内に4回以上高額療養費の支給があった者）  

（旺田‥経過措置の範囲）  11   



自立支援医療における利用者負担全体図（平成20軒0月時点）  

精神通院崖療  更生医療  

① 自立支援医療は、医ホ保鹸欄膿の8割定職負担を軽減し、最大でも1割にします。  

繁入験している方についてlよ、食責につき書事象捏疇（1士2¢○円．低所得価方には減鶴あり）の負担があります。  

②医療♯が凛朋l＝与える影書に配■し、低所得者には負担額を軽減します。  

・低所得2・・市町村民税非膵税世帯  

（8人世楕であれば． 
概ね300万円以下の年収の方）  

・低所得1‥市町村民税非課税世帯で陣書者の収入が年収80万円  

（陣書基礎年金2級相当額）以下の方   

※自立支撞臣ホの「世帯Jの範囲   

医療保験斗僧（＝異なる島療保険に加入しているま振は、  
別「世帯Jになります。）  

市
賢
妻
観
世
鞭
 
 

③さらに、晰費負担が発生する方（「圭丘かつ  します。  には、月当たち  

く上限且＞  
■中間■2・・市町村民牧場（所得割）がさ．3万円以上23．5万円未満の世帯の方  
・中間書1＝市町村民税ヰ（所得割）が3．3万円未満の世帯の方  
■一定断鱒以上・・市町村民税ヰ（所得割）が2ユ．さ万円以上の世帯の方（8年間の経過槽t）  ④また、育成医療  

については、対象者  
に若い世帯が嘗い  

ことなどを踏まえ、  

匿■保醜の■担上限   ！  
－  

＿■土工ニニ   

一定所得以上：20．000円凛  

岬を講じます。   
中間層2：10．00P円  

中間層1：   乳000円  
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∈3〉補装具の利用者負担の概要  

○補装具については、購入・修理に要した車用く※）の最大でも1割を利用者に負担いただく   
仕組みとしている。  
（ただし、市町村民税課税世帯であって、同一の世帯に属する者に市町村民税所得割の額  
が46万円を超える者がいない場合に限る。）  

0利用料の負担が過重にならないよう、所得に応じた負担上限額を設定している。  

区分   負担上限月額   

①一般（市町村民税課税世帯に属し、同一の世帯に属する者に市町村民税   
37，200円   

所得割の額が46万円を超える者がいない世帯に属する者）   

②低所得2（市町村民税非課税世帯に属し、③以外の者）   24，600円   

③低所得1（市町村民税非課税世帯に属し、本人の年収がBO万円以下の者）   15，000円   

④生活保護   矧円   

（※）補装具の購入又は修理に通常要する費用の植を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額  



課題①  

1．利用者負担についての原則的考え方  

○ 応能負担については、障害者の所得に応じた負担となるという特徴がある。  

（支援費制度においては、通所サービス利用者やホームヘルプサービス利用者の約95％   
は利用者負担が0円であった。）  

○ 定率負担については以下のような特徴がある。   

■ 今後とも必要なサービス量の拡大が予想されるなか、囲・都道府県・市町村とともに、利   
用者本人も応分の負担を行うことで、障害者制度の安定的な運営のために皆で支え合う   
ことができる。（障害福祉サービスに係る国の費用は毎年着実に伸びを確保している。）  

・利用者が、事業者にサービスに係る責用を支払うことにより、利用者と事業者が対等な   
関係に立つことができる。ひいては、サービスの質の向上につながる。  

・所得に応じた軽減措置を講じることにより、実質的に応能負担の要素も取り入れること   
ができる。  

J又，   



寧害福祉サービス予算 の推樗  
一般歳出（国の政策的経費）の伸びがほぼ横ばいである中  

障害福祉サービス予算は着実な伸び  

4，000  

2，000  

21年度  
概算要求  

20年度  17年度  18年度  19年度  

伸び率   平成17～18年  平成18～19年  平成19～20年  平成20～21年（概算要刺   

陣青福祉サービス予算   ＋11．1％   ＋11．4％   ＋9．7？も   ＋6．3％   

厚生労働省予算   ＋0．6％   ＋2．6％   ＋3．0％   ＋3．7％   

一般歳出   －1．9％   ＋1．3％   ＋0．7％   ＋1．2％  



2．平成21年4月以降における利用者負担の在り方  

○ 利用者負担の軽減措置（障害福祉サービスに係る個別減免■負担上限月額の軽減措   

置・適所サービス利用者に係る食費の軽減措軍、また、自立支援医療に係る負担上限月   
額の軽減措置（①いわゆる「重度かつ継続」に該当し、一定所得以上の者、②育成医療   
を受診し、中間所得層に該当する者））は、新法移行に対する激変緩和措置という観点   
から、平成21年3月末までとされている。  

○ この期限に関しては、軽減措置を実質的に継続すべきとの指摘がある。  

○ また、自立支援医療の育成医療については、更生医療及び精神通院医療に比べ中間   
所得層の割合が顕著に大きくなっている。育成医療の中間所得層のほとんどはいわゆる  
「重度かつ継続」の対象となっておらず、他の医療に比べ負担感が強いことから、更なる   
負担軽減ができないかという意見がある。  
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平成19年度自立支援医療における所得階層分布  

生医療壁攣竺竪琴堅  
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3．合算制度等利用者負担に関する諸制度の在り方について   

○同一の暑が利用すろ障害者自立支援法に基づくサービスの利用者負担については、各種の軽減   
措置を講じているが、その上で、同一の世帯に属する他の者のサービス利用等に関し、世帯での負   
担が過重にならないよう、「高額障害福祉サービス費」を支給しているところ。  

※「高額障害福祉サービス費」は、次の各サービスに係る費用の自己負担額を合算した額が基  
準額を超える場合に、基準額を超える額を償還する制度。  
① 同一世帯の他の者が利用する障害福祉サービス  

②障害福祉サービス利用者本人が利用する介護保険法上のサービス  

③同一世帯の児童が利用する児童福祉法に基づく障害児支援に係るサービス  

→補装具■自立支援医療については、現在、この合算の対象外となっている。  
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（1。補装具に係る自己負担額との合算について）   

○補装具については、実施主体が市町村で同一であり、障害福祉サービスに係る自己負担額との  
合算に伴う事務負担は比較的少ないものと考えられる。  

（2．自立支援医療に係る自己負担額との合算について）  

0 医療保険制度に係る一般的な軽減措置として、   
①当該世帯の医療貴の自己負担額が限度額を超えた場合に償還される「高額療養費」   

②世帯において、医療保険と介護保険の両者を利用し、両者の自己負担額の合計が当該世帯   
の限度板を超えた場合に償還される「高額介護合算療養費」・「高額医療合算介護（予防）サービ  

ス費）」   

といった合算制度が設けられている。   

0 自立支援医療に係る自己負担額は、まず、上記①のとおり、他の医療分の自己負担額と合算さ  
れ、高額療養費による軽減を受けることとされており、障害福祉サービスの自己負担額との合算制  
度を検討する場合には、自立支援医療の自己負担額とともに他の医療分の自己負担額まで含めた   
合算制度を検討することが必要となる。   

0 さらに、医療（自立支援医療と他の医療分を含む）に係る自己負担額は、上記②のとおり、すでに   
介護保険に係る自己負担額の合算制度があり、「高額介護合算療養費」等による軽減を受けること   
とされていることから、障害福祉サービスの自己負担額との合算制度を検討する場合には、医療（自   
立支援医療と他の医療分を含む）・介護保険・障害福祉サービスに係る自己負担額の全てを含め   

合算制度を検討することが必要となる。  
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（3。医療・介護サービスを含めた自己負担租との合算について）   

○障害福祉サービスに係る自己負担額と、医療（自立支援医療と他の医療分を含む）、介護保険に係  
る自己負担額との合算制度を設ける場合には、以下のような検討課題がある。  

● 実施主体の違い  

制度   実施主体   

健康保  険等の被用者保険   各保険者  

国民健康保険   市町村等  

長寿医療制度   都道府県単位の広域連合  

介護保険   市町村又は広域連合  

陣幸福祉   市町村  

自立支援医療   市町村又は都道府県   

→ 

まとめとなって合算後の自己負担額及び償還額を計算するか等、新たな仕組みの検討が必要となる。  

● 世帯の範囲の違い  

制度   世帯の範囲   

健康保険  等の被用者保険   被保険者及びその被扶養者   

国  民健康保険   住民東上の世帯   

長  寿医療制度   住民票上の世帯  

介護保険   住民票上の世帯  

陣幸福祉   陣書者：本人及び同一世帯に属する配偶者、陣育児：住民票上の世帯   

自  立支援医療   各医療保険上の世帯   

d   



→ 各制度でそれぞれ世帯の概念が異なるため、  
・同一世帯とは何か（どの人の負担までを合算対象とするか。例えば医療保険者が異  
で合算対象とするか。）、  

ま 合 場 る な  

・その世帯が負担す皐限度額の設定方法（世帯の範囲が異なれば、所得区分が変わるため、  
制度の世帯の考え方により負担限度額を設定するか）、  
・具体的な限度額（水準、利用するサービスの組合せにより限度額を変えるか）  
等についての検討が必要。  

ど  

●これらの制度の検討に加え、それぞれの個人又は世帯がどのサービスを利用し、利用者負担をど  
れだけ支払ったかについて、世帯ごと・制度ごとに正確に把握して合算する必要があり、実際に制度  
を運用するためには、複雑な仕組みの構築が必要であることから、汀の活用や社会保障番号の導入  

等により、各制度の実施主体を横断するようなシステムを構築することが必要となる。  

○ また、医療（自立支援医療と他の医療分を含む）や介護保険に係る自己負担との合算制度だけでな  
く、保育その他の社会保障制度に係る自己負担との合算について、どのように考えるか。  

→ 社会保障制度全体における議論が必要。  

なお、社会保障国民会議 中間報告（平成20年6月19日）において、社会保障各制度の低所得者  
対策について、「制度横断的な簡素で分かりやすい制度へと改革すべきである。そのためには、個人  
レベルでの社会保障の給付と負担を明らかにすることが不可欠であり、汀の活用や社会保障番号制  
の導入検討を積極的に推進すべきである。」とされている。  
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【論点（案）】  

（利用者負担についての原則的考え方）  

1．．利用者負担については、サービスの利用に応じ最大でも1割の負担としつつ、  
低所得者等に配慮した、所得に応じたきめ細やかな負担軽減措置を行っていると  
ころであるが、利用者負担の在り方について、どのように考えるか。  

（平成21年4月以降における利用者負担の在り方）  

2．現在の特別対策等による利用者負担の軽減措置は、平成21年3月末までの措  
置とされているが、平成21年4月以降について、どのように考えるか。  

（合算制度等利用者負担に関する諸制度の在り方）  

3．合算制度については、現在合算対象となっていない補装具の自己負担と、障害  
福祉サービスの自己負担との合算について、どのように考えるか。   

また、自立支援医療の自己負担については、他の医療費等の自己負担と合算  
した上での償還制度があるため、他の医療責等の、自己負担全体と障害福祉サー  
ビスの自己負担との合算制度を検討する必要がある。その際、実施主体の違い  
や世帯の考え方の違い等の整蛭の具体的な方策や、社会保障制度全体の低所  
得者対策に係る議論などを踏まえて検討する必要があるのではないか。  
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保障者譲会出陣害者部会  
会  

利用者負担  

（参考資料）   



新たなサ閥ビス利用  

者が急速に増え竃㍍  

る申で、今後さら臆  
サ州ビス量を拡大し  

でいくための費用を笥  

障害のある方も含め喝  

皆で支え合う   



址サービスの  

ホームヘルプサービス   等を使う場合  
グループホーム等を  

利用している場合  

通所サービスを   

使う場合  

施設に入所している  

場合（20歳以上）  

施設に入所している  

場合（20歳未満）  

本
と
し
、
国
民
全
体
で
制
度
を
支
え
る
こ
と
と
し
ま
す
が
、
併
せ
て
き
め
細
 
 

や
か
な
軽
減
措
置
を
講
じ
ま
す
。
 
 

負
担
能
力
に
応
じ
て
限
度
板
を
設
定
し
た
上
で
、
利
用
者
の
1
割
負
担
を
基
 
 

①原則は1割負担ですが、どの方でも負担が増え過ぎないよう、上限額を設定するとともに、所得の低い方にはより低  

○一般・・市町村民税課税世帯  

○低所得2・・市町村民税非課税世帯  
☆所得を判断する  
「世帯」の範囲につ  
いて平成20年7月  

以降、本人と配偶  
者の収入となります  

（世帯3人世帯であれば、障害基礎年金1級を含めて概   

ね300万円以下の年収の方）  

○低所得1＝市町村民税非課税世帯で障害者の収入が   

年収80万円（障害基礎年金2級相当額）以下の方  
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
の
費
用
 
 

④さらに、所得区分に応じて、①の上限額を4  
分の1のさらに半分程度にします。（資産が、  
単身の場合500万円、配偶者同居の場合は  
1，000万円以下の方）。  
・低所得1ニ15．000円→1．500円  
・低所得2：24．600円→3．000円  

）  

．一般                    ：37，200円→9，300円  
※障害児の場合：所得割2試已巴麦基盤農（年間収入890万円程度）  

③さらに、所得区分に 応じて、①の上限額を4  
分の1にします（資産が、  
単身の場合500万円、  
配偶者同居の場合は  
1．000万円以下の方）。  
・低所得1：15．000円→3，500円  
・低所得2：24．600円－→6．000円  
・一般く醐）こ   
37．200円一→g．300円  

が500万円以下の方）。  

・収入が6．6万円までなら負担は0円です。  
・収入が6．6万円を超えても、超えた収入の半分を上限絶  
とします。  
・さらに、グループホーム等の入居者については、6．6万円  
を超えた収入が年金やエ賃等の収入であれば、超えた分  
の15％を上限額とします。  
※エ賃について一定の控除有り。（年間28．8万円程度）  

37，200円→4，600円  

当する場合は、生活保護に該当しなくなるまで負担額を引き下げます。  （勤さらに、利用者負担を行うことにより生活保護世帯に該   

⑥同じ世帯で他にも障害福祉サービスを受けている方、介護保険のサービスを併せて受けている方がいれば、その合算額が①を超えないよう  
に負担額を軽減します。  

得 が一定以下  ⑨世帯の所   ⑦収入が低い場合  

サービスの利用者負担  
⑧保護者の方の収入  
に応じて・・・   

子育て支援の観点  
から、負担が重くなら  

ないよう、実費負担額  

を軽減しています。  

※ 従前からグループ  

ホームでの食費等は  
自己負担していただい  

ておりますが、適所  
サービスを利用された  

場合は、⑨の減額措  
置が適用されます。  

の場合は・・・   

食費負担額を3分の1  
に減額します（月22日利  

用の場合5，100円程度  
の負担）。   

と食費等実費負担をして  
も、少なくとも2．5万円  

が手元に残るよう、実費  

負担額を軽減しています。  
※エ賃について一定の控  
除有り。（年間28．8万  



旦のl・ について  一 について）  
0 入所施設（20歳以上）、ゲルづ○ホーム等の利用者に対して、定率負担に係る個別の減免制度   
を実施。【平成21年3月31日までの時限措置】  

【対象】   

預貯金等の資産が500方円以下かつ低所得1又は2である入所施設（20歳以上）、タ○ループホーム等の利用者。  

【内容】  

利用者負担の額   施設入所者   グループホーム1ケアホ【ム専制用者   

収入が6．6万円までの場合   0円   

6．6万円を超える額の50％  

収入が6．6万円を超える場合   
但し、エ賃等の収入については、3．000円を控除した上で、  

6．6万円を超える額の50％  
6．6万円を超える板の15％。なお、超える額が4万円を超える   

場合は、4万円を超える額の50％を加算。  

（※ エ賃収入については年親28．8万円までは収入から控除し  

個別減免を実施する際の収入認定については、入所する施設において、施設入所者の収入を把握することができることから、  

利用者の総収入とすることとしている。（心身扶養共済の給付金を含む）   
ただし、以下についてはその目的等から収入に算入しないこととしている。  

（丑家賃補助・医療費補助・児童手当等、国一地方公共団体等から特的の目的に充てるために支給される特定目的収入  

②税金・社会保険料等の必要経費  

③エ賃等の就労収入（月2．4万円及びその超える額の30％相当額まで）  

（例）入所施設利用者（障害基礎年金1級受給者（年金月額83，M円、事業費350．000円の場合））  
旦5〇Q円  

（個別減免後の負担額）   （83．000円一紙000円）×50％  
／一人－－－－「  

担L眉些男   

（本来の負担続）  

＜低2の負担上限額＞  

墨邑遡巴  
（事業費の1割）   年金月額：8  



‾   に応○た 日   の寺島「 招について、  
（入所サービスの場合）  

①定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限度額を設定（介護保険並  
②平成19年4月からの「特別対策」による負担軽減く①の限度額を1／2に軽減。平成20年度まで  
③平成20年7月からの緊急措置（対象世帯の拡大とともに②の限度額を更に軽減。）  

■■ －■ － －－ ■－ －，●－ 一 一－ 一 一・－ － －－ ▲－ － ●－ ■－ ■■ ■■▼■  

③  
＜緊急措置＞  

＼  
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l  

t  
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l  
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1  

1  

1  

1  
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l  

l  

l  

l  

l  

l  

t  

t  

l  

1  

1  

t  

l  

l  

I  

t  

l  

l  

l  

l  
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t  

1  
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一   
書  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  t 1 1 1 l  

t  

靂  
l  

l  

l  

l   

I  

（※）資産要件有り書  

：（2）低所得2：市町村長醜非課税世帯（（8）を除く）  

；く3）低所得1‥市町村民税非課税世帯であって、陣幸児の保護者の年収が80万円以下の方  

l 毒（4）生活保護：生活保護世帯  
－．＿．＿．．＿．■－1－t■■■．■●－■一■■■－■－■1－●■■■－●■－■－1－■■－，■■  
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興⊆昼一（ 郎叫て） 
頭重車）  

①定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）  
②平成19年4月からの「特別対策」による負担軽減（①の限度額を1／4に軽減。平成20年産まで。）  
③平成20年7月からの緊急措置（②の限度額を更に軽減。）  

③   

く緊急措置＞   

①  

＜介護保険並び＞   
②  

＜特別対策＞   

一般  

柑巴   

一般  

阜了．．＿＿呈Q．q円   

一般（※）  

（所得割16万円未満）   

乱」担星田．  

一般（※）  

（所得割16方円未満）   

乳遡巴  

生活保護   

旦巴  

所得段階底劇の個人（基本）単位化  

：（1）一般：市町村民税課税世帯  

：（2）低所得2：市町村民税非課税世帯（（3）を除く）  
l  

；（3）低所得1：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人の年収が80万円以下の方  

l 妻（4）生活保護：生活保護世帯  
－ ■ －●－ ■ － － － ●－■●－■ ■■－ ● －■■－●－■■●－ ●●■ ■一一－▼■● ■■■■■●－ － －t ●■ ■■■ ●■血 ■■▲l■  

（※）資産要件有り  
■－■ 】 ●－ ■－■ ■－－●－ －d ●■■■ －－－－－●■－ ■ －■ ■－■－■－‘－●】－■，一一 －－ － － － － ■－－ －一一■ ■－ ■－ ■ －■ －■ － ■－●■h● － ■ －■ －■■－■■l■－ ● ■■ ● ■－ ■ ■l‘■1－■ ■－■● ■ ■ － ■ ■d－■」■ ■－1■■ 一 ■●●一lo一■● ■l● －1▼■t－‘■011■  
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に応やた 日   の章  ＿4について、  
（居宅・通所サービスの場合）  

①定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限鱒琴を設定（介護保険  
②平成19年4月からの「特別対策」による負担軽減（①の限度額をレ4に軽減。平成20年産まで  
③平成20年7月からの緊急措置（対象世帯の拡大とともに②の限度鏡を更に軽減。）   

一 －－－－－－－t－一－－→■－－一 － －、－－ ■■－＋く‾－  

③  
く緊急措置＞  

②  

＜特別対策＞  

■、‾■ ●■ ‾－  

t   

l   

l   

l   

l   

l   

l  

・（1）一般：市町村民税課税世帯  
l  

；（2）低所得星：市町村良税非課税世帯（（3）を除く）  

l ：（3）低所得1：市町村民税非琴税世帯であって、陣専児の保護者の年収が80方円以下の方  
（※）資産要件有り…  

：（4）生活廃線：生活保護世帯  ＿．疇．＿．＿．1   
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馳て＿）＿  
0「高額障害福祉サービス費」埠、次の各サービスの利用者負担額を合算した額が基準額を超える場  
合に、峯準額を超える額を償還して給付する制度。合算対象となる費用は、以下の3種類とされている。  

①同一世帯の他の者が利用する障害福祉サービスに係る費用、  

②障害福祉サービス利用者本人が利用する介護保険法上のサービスに係る費用、  

③同一世帯の児童が利用する児童福祉法に基づく障害児支援に係るサービスに係る費用  
＿＿．．．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一＿れ一－■＿＿＿－■＿＿＿＿＿－－＿＿一＿＿■－■一＿＿＿■■＿＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿“＿＿＿一－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－・＝・－－－－一一－－－－－■・－－－－－－－－－－－－・t－－・－＝－－・－－・－－・－－・一－－1   

＜例1：同一世帯に障害福祉サービスを利用する障害者が複数人いる場合＞  

区分   基準額   

1。市町村民税課税世帯   37，200円   

2。市町村民税非課税世帯   249600円   

3．生活保護世帯   0円   

＜例2：同一人が障害福祉と介護保険のサービスを利用している場合＞  

区分   基準額   

1．市町村民税課税世帯   37，200円   

2．市町村民税非課税世帯（3f以外）   軍4，600円   

3．市町村民税非課税世帯に属する者のうち本  15．，00り円   
人の年収が80万円以下である者   

4．生活保護世帯   0円  
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、について  び81迦  
○瑚   

に対して、食圭一光熱水量等の実圭部分に係る軽減措置（特定障害者特別給付費の給付 欄  

（1）20歳以上の施設入所者であって市町村民税非課税者に対する補足給付について  

【内容】   

一 食費や光熱水責以外の「その他の生活責」として一定の額が残るように、食費、光熱水費について   

給付章を支給。  

－ 「その他生活費」の額については、2．5万円とする。  
ただし、60歳以上の者等は3～5千円を加算（2．8～3万円）。  
例えば、障害基礎年金1級受給者は2．8万円となっている。   

【例】入所施設利用者（障害基礎年金1級受給者（年金月額83，000円、事業章350，000円の場合）  

入所施設利用者  

食費、光熱水費  

58，000円  

定率負担（欒2） く     旨 く     ＞  

その他生活費   

28，000円（※1）  

定率負担及び食費・光熱水費  

を支払っても、その他生活費  
（手許金）として一定額が残る  

よう、補足給付を支給。  
この場合、58，000円から  

46，500円を控除した額  
（11，500円）が補足給付額。  

減免  

定率負担  

8，500円  
食費、光熱水費   
46，500円  

手許金   

28，000円  

障害基礎年金収入（83，000円）  

※1 障害基礎年金1級の者はその他生活費（25，000円）に3，000円加算して計算  
※2 （83，000円「66，000円）×50％＝8．500円  

（※ グル⊥プホーム等の利用者については適用対象外）  
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綺付軸  

（2）20歳未満の施設入所者に対する補足給付について  

E内容】   

月 収入のない20歳未満の入所者の実責負担について、子どもを養育する幽般の世帯において通常要する   
程度の費用（収入階層別の家計における平均的な聯人あたり支出）の負担となるように補足給付を行う。   

b 収入階層別の家計における平均的な一人あたりの支出額は、  
→ 市町村民税所得割課税世帯であって、所得割の額が28万円以上の場合  
→ 土記以外の場合  

辟 「その他生活費」の額については、2．5万円とする。   
ただし、18歳未満の場合には教育費として9千円を加算（3．4万円）。   

【例】知的障害児施設利用者（平均事業費：18．6万円）、一般世帯（所得割28万円未満）の場合  

噌 7．9万円  

甲  5万円  
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○障害者自立支援法におし†ては、日中活動系サービス、ショートステイについては、定率負担のほ  

か、食費を原則として全額自己負担としている。  

※ 支援費制度におけるショートステイ、デイサービスは、食費のうち食材料費は自己負担であった。  

○ このため、施行後の3年間（平成21年3月31′日までの間）、通所施設を利用する低所得者（所得  

区分が生活保護、低所得1、低所得2である者）及び一般世帯のうち市町村民税所得割の額が16万  

円未満の者について、食費のうち人件費相当分（1日42単位＝約420円）をサービス提供事業所等  

に支給し、利用者の食費負担額が食材料費のみの負担となるよう減額措置を講じている。  

＜参考＞ 軽減措置実施後の概ねの食費の負担額（日中活動系サービスの場合）  

t 予算上の想定している食費負担額は約650円／日の単価  

であり、うち約230円／日が食材料費、約420円／日が人件費。  

食費（約14，300円／月）   

これを前提とし、平成21年3月31日までの間は、人件費相当  

の420円／日を報酬上評価。  

以上により、利用者が月に負担する食費の額は、22日利用の  

場合、約14．300円／月→約5，060円と、約1／3に軽減。  

10  



特別対策の概要（平成18年度から3年間で国費1，  
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障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置  

○ 障害者自立支援法は、施行後1年半が経過。平成18年12月、改革に伴う乱み  

に丁寧に対応するため、国費1，200億円の「特別対策」（平成20年度まで）を決  

定し、利用者負担の更なる軽減や事業者に対する激変緩和措置などを実施。  

○ 平成20年度予算において、「障害者自立支援法の抜本的な見直し」に向けて、   

当事者や事業者の置かれている状況を踏まえ、特に必要な事項について緊急措  

置を実施。  

【緊急措置】  

「特別対策」で造成した基金の活用を含め満年度ベースで  

〔20年度予算〕130億円  
①利用者負担の見直し（20年7月実施）……＝‥…∴‥…・・・・・・… 70億円   
・低所得世帯を中心とした利用者負担の軽減【障害者・障害児】（満年度ベースで100億円）＊   

・軽減対象となる課税世帯の範囲の拡大【障害児】  

■ 個人単位を基本とした所得段階区分への見直し【障害者】  

②事業者の経営基盤の強化（20年4月実施）……＝・・＝・＝‥・・・…＝ 30億円  
（「特別対策」の基金の活用を含め180億円）＊  

③グループホーム等の整備促進（2（）年度実施）＝＝‥・＝＝……＝＝・・ 30億円 ＊   
，グループホーム等の施設整備に対する助成   



平均的な利用者負担率（平成20年虔：緊急措置実施削  

○ 障害者自立支援法の利用者負担は、最大1割であるが、   

緊急措置後の平均的な利用者負担率は、概ね3％程度となっている。  

平均約2％  〈約18万人∋  居宅サービス  

平均約1％  く約18万人∋  通所サービス  

平均約5％  ∈約14万人∋  入所サービス  

平均約3塑  計（全体）  

※ 平成20年度予算〔緊急措置（20年7月施行）〕ベースを厳重慶したもの。  
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障害者自立支援法の抜本的見直し（報告書概要）※ 抜粋  

く平成伯年12月7日 与党陣青春自立支援に関するプロジェクトチーム＞  

l・   



支援貴制度の車用徴収の仕組み  

支 援 費  児童入所施設  

ホ出ムヘルプ  入掛通所施設  （親等）  

生活保護   0円  o円  0円  

市町村民税非課税   0円   ＄  2－200円  
53．000円  

市町村民税課税  1，100円上限  
身体障害者  

4冒500円  

（均等割課税）  （50円／30分）   
療護施設  

市町村民税課税  1，600円上限  96，00の円  6，6¢0円  

（所得割課税）  （100円／30分）  

※実収入に応じて  

所得税課税   2，200円上限  9，00¢円～費用全額  

（150円／30分う  

～費用全額   

実質的な負担率   約1％   約10％（入所）  約6％   

約1％（退所）  

費用負担をしている者の   約5％   約90％（入所・本人）   約60％   

比率   （本人）   約5％（適所・本人）   

※1入所施設・適所施設については、収入から一定額を控除した上で費用負担を求めているが、控除額が入所施設は月繰2万円   
～4．6万円であるのに対して、適所施設は月額13万円程度と高くなっており、実質的に適所施設の利用者の負担は、ほとんど   
生じなくなっている。  

※2精神障害者社会復帰施設は、負担の仕組みが異なり、食費、施設利用料等の実費については全額自己負担であり、直接   
サービスに係る負担はない。  
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医療保険における高額療養費制度について  

医療保険   

制度   高額療養費制度 

概要   利用者負担が一定療を上回った場合、自己負担限度軽を超える額が高額療養費  
として支給される。   

自己負担限度額  

自己負担限度額※1  外来（個人ご  

7  

0 歳  

現役並み所得者  44．40（円  
80．10（円＋＜医療費＞×用  

（44，40（円）  

以  

上  般※2  12．00q当  44．40q『  

の 方  

低所得者 （住民税非課梯  Ⅱ ※4  8，000円   24，60騨∃       口 ※3    15，00（円  
上位所得者  150．00（円＋＜医療費：米1％  
（月収53万円以上）  （83，40（円）  

般  
80，10（円＋＜医療費：米1％   

（44．ヰ0（円）  

7                                                                                        0 歳 未 満 の 方  

低 所得 者  35．40q『  

（住民税非課桐  （24．60（円）  

（注）健保                                               収53万円以上、包保：所得800万円組   

＜参考＞  

※1金魚は1月あたりの限度額。（）内の金額は、多数該当（過去12ケ月に3回以上高額慮養費の支給を受け4回目の支給に該当）の場合。  
※2 70歳以上の一般区分の方については、平成20年4月から62，100円（44．400円）（外来（個人ごと）は24，600円）に見直される予定だったが   

高齢者の医療費自己負担増の凍結を踏まえ、平成20～21年鹿の憫」上記の頓に据え置かれている。  
※3低所得者卜・■世帯全島が、住民税の課税対象となる各種所得の金額がない等の者（年金収入のみの者の場合、年金受給額80万円以下）  
※4 低所得者Ⅱ…住民税非課税の被保険者又はその被扶養者等  
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ニコ  自立支援医療に係る自己負担の合算について   

○ 自立支援医療の自己負担釧ま高額療養費及び高額介護合算療養費・高額医療合算介  
護（予防）サービス費による償還対象となっている。  

【高額介護合算療養費】・【高額医療合算介護く予防ヨサービス費】  

（医療保険の世帯で合算し、償還は年単位。）  

【高額介讃甘予防〉サービス費】茎l  

撼民如世帯で合凱、償還は月単位き妻！   

■  ■  
■     ■  
J■■■■⊂  
J■■■■「  
■    ■  
■    ■  
コ■■■■∩  
」■■■■「  
■    ■  
●    ■  
■    ■  
■    ■  
■    ■  
■    ■  
■    ■  
■    ■  
■    ■  

云l  

l  

：l  
「I±IT  

【自立支援医療】  【その他の医療】  【介護サービス】   
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高額医療・高額介護合算制度について  

1 01年間（毎年8月1日～翌年7月31日（※1））の医療保険と介護保険における自己負担（※2）  

の合算額が著しく高額になぁ場合に、負担を軽減する仕組みを設ける（平成20年4月施行）。  

（制度の基本的枠組み）   

①対象世帯 医療保険各制度（社用看保険、国保、後期高齢者医療制度等）の世帯に介護保険の受給者が  
存在する場合に、被保険者からの申鰍こ基づき、高鎮療養費の算雇対象となる世帯単位で、医療  

保険と介護保険の自己負担を合井した輯が、新たに設定する自己負担限度額を超えた場合（※3）  

に支給する。   

②限度痕 年籠56万円を基本とし、医療保険各制度や被保険者の所得ヰ齢区分ごとの自己負担限度額  
を踏まえてきめ細かく設定する。   

③費用負担 医療保険者、介護保険者の双方が、自己負担額の比率に応じて負担し合う。  

（制度のイメージ）  

（※1）国保及び後期高齢者医療制度における所得区分の変更机8月1日から適用されることを踏まえたもの  

（※2）食費・居住費及び差額ベッド代専については、別途負担が必要となる（現行の高額療♯費・高額介護サービス費等の制度と同様。）。  
（※3）高楓匿射高鳥介護制度の目的は「医療保険と介捷保険の自己負担の合算錮が増しく高頗になる場合に負担を軽減する」ことである  

とともに、関係する保険者が複数（2以上）にわたり、それぞれ事務負担及び費用が生じることを踏まえ、（自己負担の合算額一自己  
負担限度儀）が500円以上となる場合に限り、支給するものとする。  
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高額医療・高額介護合算制度の参考事例  

○ 夫婦とも75歳以上（住民税非課税）で、夫が医療サービス、妻が介護サービスを受けている  
世帯の鳩舎  

（医療サービス）病院に入院（※）  

l二重垂垂コ  m  

l  

20年3月まで  

皇急迫旦旦左巴  

介護費の1割負担。  
ただし、毎月の負担  

の上限あり。  
（このケースでは、2  

万4600円まで）  

旦羞急迫遥旦左巴  

医療費の1割負担。  
ただし、毎月の負担  

の上限あり。  
（このケースでは、2  

万4600円まで）  

く※）療養病床に入院した場合又は特別♯護老人ホームに入所した場合にかかる食費・居住費及び差額ベッド代等に   

ついては、別途負担が必要となる（現行の高鎮療養儀・高根介護サービス費等の制度と同様。）。  
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自己負担限度額設定について  

0 年額樽息万円（老人医療せ介護偏険の自己負担を合算した額の分布状況を踏まえて設定）  
を基本とし、医療保険各制度や所得i年齢区分ごとの自己負担限度額を踏まえてきめ細かく  
設定。  

後期高齢者医療制度   被用者保険又は国保   被用者保険又は国保  

＋介護保険   ＋介護保険  

帯（※3））  （70歳未満がいる世帯（※4））   

現役並み所得者  67▲万円   67万円   126万円   
（上位所得者）  （56万円の約1．20倍（※1・2））   （62万円の約1．09倍）   （67万円の約1．88倍）   

一 般  56万円   62万円   
く、56万円の約1。10倍）   

67万円  
（56万円の約1．20倍）   

Ⅱ   31万円   
（56万円の約0．55倍）   

31万円   

低所得者  
く62万円の約0．50倍）  

34万円  

19万円   19万円  （67万円の約0．51倍）  

（56万円の約0．34倍）   （62万円の約0．31倍）   

（※1）1．20＝639，900÷532，800＝（高額療養t制度における現役並み所得者の自己負担限度額（年単位））  
÷（高嶺療養費制度における一般の自己負担限度額（年単位）  

（鱒2）井出した掛こ1万円未満の場数がある場合において、その端数金額が5千円未満であるときはこれを切り捨て、5千円  
以上セあるときはこれを1万円に切り上げる。  

（※3・4）対象となる世帯に、70歳－74歳の者と70歳未満の暑が混在する場合には、①まずは70歳～74歳の者に係る自己負担の  
合井l掛こ、（※3）の区分の自己負担限度額が適用された後、②なお残る負担額と、70歳未満の者に係る自己負担の合算額とを  
合井した故に、く※4）の区分の自己負担限度額が適用される。  

く※5）初年度の限度額については、別途設定。く平成20年4月一平成2・1年7月の16ケ月分）  
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社会保障国民会議 中間報告 （抄）  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

ぎ3社会保障の機能強化のための改革  

1  

1 （平成20年6月19日 社会保障国民会議）：  

l  l  l  l  l  l  l  l  l  1  1  1  1  1  l  

牟地ソト機能の強化  

②低所得者対策の制度的改革  

現在、医療保険制度、介護保険制度、障害者福祉、児童福祉等々、全ての社会保障制度において、保険料や≡  

利用者負担について、いわゆる「低所得者特例」が設けられている。   

低所得者にきめの細かい措置を講じること自体は必要なことだが、制度ごとにその基準や考え方がまちまち  

で手続きも異なっており、さらに制度改正ごとにより複雑なものになっている。  

l  l   

これでは利用者にはその全体像がよくわからないし、果たして本当に十分な措置なのか、社会保障制度全体三  

l  

で考えた時に本当に公平な措置といえるのか、判断できない。  
l   

本来の趣旨である「家計に過重な負担をかけない」という原点に立ち戻って、制度横断的な簡素で分かり ：  

l  

やすい制度へと改革すべきである。  
l  

l   

そのためには、個人レベルでの社会保障の給付と負担を明らかにすることが不可欠であり、l†の活用や社会i  

l   

保障番号制の導入検討を積極的に推進すべきである。  
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